
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 新規 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 総合型地域スポーツクラブ創設支援事業
会計 01

活動指標 単位
実績値 目標値

款 10 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

34 だれもが気軽に楽しめるスポーツを振興する
項 06

クラブ準備委員会の設立 団体
目標 ― 目標

1
目 01 実績 実績

施　策 2 団体・指導者の育成強化
細目 103

クラブの設立 団体
目標 ― 目標

1
細々目 103 実績 実績

基本計画該当頁 138 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード ７５５０００ 評価者

氏　名
藤田幸一 連絡先

52 - 1110 実績 実績

名称 教育委員会青山分室 (内線)

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

地域市民、スポーツを楽しもうとする市民 市民による主体的なクラブの運営を通じて、多くの人が生涯ス
ポーツを楽しむことができる。

創設支援クラブの登録人数 分室管内１クラブ 人
目標 目標

30
実績 実績

目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度
地域における総合型地域スポーツクラブの育成にむけての準
備活動をはかる。
　地域の現状分析
　地域住民への啓発促進
　既設スポーツ団体・体育関係団体協議会議

状
況
変
化
等

評価項目

必要性

ポイント

4
地域スポーツを行政や民間サービスだけでは負担できないため、地域が自らの活動により補完しようとするものであり、そ
の創設には、市の関与が必要である。

評価項目についてのコメント

有効性 4
今後の地域における社会体育の振興を担う組織として有効性と活性化がはかられる。

達成度

効率性 3
今後の地域活動のあり方により、運営等も変化することもある。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

A

事業の方向性 改善についての取り組み

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
委託料 委託料 200 委託料 200 委託料 300 委託料 300

工事

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 200 事業費計(A) 　 Σ 200 事業費計(A) 　 Σ 300 事業費計(A) 　 Σ 300

事業投入人員 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 0 0 920 920 1,020 1,020

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 0 0 200 200 300 300

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 0 0 200 200 300 300
計 0 0 200 200 300 300

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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